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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

４．第11期は決算期変更により、平成26年１月１日から平成27年３月31日までの15ヶ月の変則決算となっており

ます。これに伴い、第11期第２四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年６月30日まで)と第12期

第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)とは対象期間が異なっております。

回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年１月１日
至 平成27年３月31日

営業収益 (百万円) 35,554 41,852 90,866

経常利益 (百万円) 2,507 7,739 8,726

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 750 7,149 3,395

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,201 7,365 4,152

純資産額 (百万円) 100,661 109,316 103,623

総資産額 (百万円) 281,434 292,232 280,725

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 6.33 60.30 28.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 6.33 60.29 28.64

自己資本比率 (％) 31.4 33.2 32.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,174 7,181 12,844

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,237 △5,578 △11,245

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △617 3,643 △4,420

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 17,146 20,250 15,004

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.40 36.93
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

当第２四半期連結累計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

（注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有による議決権比率となっております。

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の

所有割合(％)
関係内容

(連結子会社)

株式会社内原カントリー倶楽部 東京都港区 40 ゴルフ場経営
100.0

(100.0)
―

株式会社千葉国際カントリークラブ 東京都港区 50 ゴルフ場経営
100.0

(100.0)
役員の兼任あり
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は、前期において決算期の変更（12月31日を３月31日）に伴い、15ヶ月の変則決算となっております。これに

より、当第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日）は、比較対象となる前第２四半期連結

累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日）とは対象期間が異なるため、前年同期との比較分析は行ってお

りません。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融政策等の効果もあり、企業

の業績改善が進み、設備投資についても緩やかな増加基調がみられ、総じて回復基調が続きました。しかしなが

ら、個人消費マインドについては、中国経済減速懸念による株式市場の混乱や円安による原材料高騰に伴う物価上

昇により実質所得の改善にまで至らないこと等により、足取りは重く力強さにかける動きとなりました。海外にお

きましては、中国をはじめとするアジアの新興国経済の減速、中東情勢の不安定な状況や欧州圏での難民問題など

から依然として先行きに不透明さがあり、日本経済への影響が懸念される状況が続いております。

このような状況の下、当企業グループにおけるゴルフ場の新規Ｍ＆Ａについては、前期にスポンサー基本合意を

締結した３ゴルフ場の内、千葉県の１ゴルフ場（18ホール換算2.5コース）については再生支援手続きを完了し取

得いたしました。他２ゴルフ場（18ホール換算2.5コース）についてもゴルフ場の再生支援に向けた手続きは順調

に進んでおります。また、ポートフォリオの最適化の一環として１ゴルフ場の売却を行いました。新規Ｍ＆Ａにお

ける年間取得目標である18ホール換算12コースに対し、取得確定4.5コース、手続中2.5コースの合計７コースとな

りました。

当第２四半期におきましては、７月以降各月に台風が上陸いたしました。９月の台風18号は温帯低気圧化した後

に台風17号と影響しあった結果、栃木県、茨城県、東北地方で記録的大雨になり、河川が氾濫し大きな被害が発生

いたしました。当企業グループのゴルフ場においても、栃木県のゴルフ場で土砂崩れや埼玉県及び千葉県の河川敷

きゴルフ場においては冠水被害が発生したことなどにより、ゴルフプレー収益に大きな影響を受ける結果となりま

した。

一方、本年度の重要な経営戦略方針である会員権募集については、依然として好調を維持しており、当第２四半

期連結累計期間ですでに24ゴルフ場が年間募集計画を上回る結果となっております。

当第２四半期連結累計期間の営業収益につきましては、天候不順の影響を受けたものの、新規取得ゴルフ場の貢

献と会員権募集の奏功により前年を維持することができております。

この結果、当第２四半期連結累計期間につきましては、営業収益41,852百万円、営業利益8,255百万円、経常利

益7,739百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益7,149百万円となりました。
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(2) 資産、負債及び純資産の状況

(資産)

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末から11,506百万円増加して292,232百万円となり

ました。これは主に、現金及び預金5,245百万円、ゴルフ場の取得等による有形及び無形固定資産5,951百万円増

加によるものであります。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末から5,813百万円増加して182,916百万円となりま

した。これは主に、１年内返済予定の長期借入金を含む長期借入金5,965百万円増加によるものであります。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末から5,692百万円増加して109,316百万円となりま

した。これは主に、利益剰余金の配当1,185百万円及び親会社株主に帰属する四半期純利益7,149百万円の計上に

よるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

5,245百万円増加し、20,250百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は7,181百万円となりました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益7,457

百万円、減価償却費の計上2,879百万円、前受金の減少2,179百万円、法人税等の支払額1,228百万円及び法人税

等の還付額660百万円等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は5,578百万円となりました。この主な要因は、有形固定資産の取得による支出

3,534百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出1,540百万円及び貸付けによる支出843百万

円等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は3,643百万円となりました。この主な要因は、長期借入金による収入10,000百

万円、長期借入金の返済による支出4,034百万円、リース債務の返済による支出555百万円及び配当金の支払額

1,176百万円等によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当企業グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

② 【発行済株式】

(注) 当社の上場金融商品取引所は、東京証券取引所市場第一部でありましたが、当社株式は、平成27年８月１日を効

力発生日とした、株式会社平和を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換により、平成27年７月29日付で

上場廃止となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

(注) １．新株予約権の行使により、発行済株式総数が23,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ8百万円増加して

おります。

２．自己株式の消却により、発行済株式数が47株減少しております。

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 416,000,000

計 416,000,000

種類

第２四半期会計期間

末現在発行数(株)

(平成27年９月30日)

提出日現在発行数(株)

(平成27年11月11日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 118,600,653 118,600,653 非上場

100株を１単元とする単元

株制度を採用しておりま

す。

計 118,600,653 118,600,653 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日
 (注) １

23,000 118,600,700 8 12,791 8 13,856

平成27年８月１日
 (注) ２

△47 118,600,653 ― 12,791 ― 13,856
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(6) 【大株主の状況】

平成27年９月30日現在

(注) 当社は、株式交換により、平成27年８月１日付で、株式会社平和の完全子会社となっております。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

② 【自己株式等】

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数の

割合（％）

株式会社平和 東京都台東区東上野１丁目16－１ 118,600,653 100.00

計 ― 118,600,653 100.00

平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 118,600,600 1,186,006
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式で
あります。

単元未満株式 普通株式 53 ― ―

発行済株式総数 118,600,653 ― ―

総株主の議決権 ― 1,186,006 ―

平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．決算期変更について

当社は、平成26年３月27日開催の第10回定時株主総会において、定款一部変更の決議により、決算期を12月31日

から３月31日に変更いたしました。これに伴い、前第２四半期連結会計期間は平成26年４月１日から平成26年６月

30日まで、前第２四半期連結累計期間は平成26年１月１日から平成26年６月30日までとなり、当第２四半期連結会

計期間は平成27年７月１日から平成27年９月30日まで、当第２四半期連結累計期間は平成27年４月１日から平成27

年９月30日までとなっております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,004 20,250

受取手形及び売掛金 3,855 4,257

たな卸資産 ※１ 2,042 ※１ 2,047

繰延税金資産 2,375 3,359

その他 2,562 1,420

貸倒引当金 △459 △531

流動資産合計 25,381 30,804

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 46,339 47,984

機械装置及び運搬具（純額） 3,762 4,276

工具、器具及び備品（純額） 1,848 1,870

土地 181,011 183,245

その他（純額） 5,341 6,076

有形固定資産合計 238,303 243,451

無形固定資産

のれん ※２ 9,110 ※２ 9,975

その他 3,865 3,804

無形固定資産合計 12,976 13,779

投資その他の資産

繰延税金資産 987 1,042

その他 3,829 3,903

貸倒引当金 △752 △749

投資その他の資産合計 4,064 4,196

固定資産合計 255,344 261,428

資産合計 280,725 292,232
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 881 845

1年内返済予定の長期借入金 9,676 11,738

1年内償還予定の社債 - 8,000

未払法人税等 1,243 791

賞与引当金 321 89

株主優待引当金 198 288

災害損失引当金 - 38

その他 10,335 9,781

流動負債合計 22,655 31,573

固定負債

社債 8,000 -

長期借入金 85,937 89,840

繰延税金負債 16,979 18,192

退職給付に係る負債 3,495 3,514

会員預り金 34,352 34,254

その他 5,680 5,541

固定負債合計 154,446 151,342

負債合計 177,102 182,916

純資産の部

株主資本

資本金 12,767 12,791

資本剰余金 13,949 13,973

利益剰余金 64,413 70,377

株主資本合計 91,130 97,142

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 0 0

退職給付に係る調整累計額 △42 △37

その他の包括利益累計額合計 △42 △37

新株予約権 11 -

非支配株主持分 12,523 12,210

純資産合計 103,623 109,316

負債純資産合計 280,725 292,232
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

営業収益 35,554 41,852

営業原価 27,739 29,998

営業総利益 7,815 11,853

販売費及び一般管理費 ※１ 3,986 ※１ 3,598

営業利益 3,828 8,255

営業外収益

受取利息 9 10

受取賃貸料 24 22

債務消却益 25 34

その他 90 121

営業外収益合計 149 188

営業外費用

支払利息 582 437

支払手数料 768 97

その他 118 169

営業外費用合計 1,469 704

経常利益 2,507 7,739

特別利益

関係会社株式売却益 30 -

受取補償金 82 -

特別利益合計 113 -

特別損失

関係会社株式売却損 - 282

ヘッジ会計終了損 185 -

特別退職金 205 -

特別損失合計 390 282

税金等調整前四半期純利益 2,230 7,457

法人税、住民税及び事業税 977 729

法人税等調整額 294 △632

法人税等合計 1,271 96

四半期純利益 958 7,360

非支配株主に帰属する四半期純利益 208 210

親会社株主に帰属する四半期純利益 750 7,149
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

四半期純利益 958 7,360

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 0 △0

繰延ヘッジ損益 229 -

退職給付に係る調整額 13 5

その他の包括利益合計 243 5

四半期包括利益 1,201 7,365

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 993 7,155

非支配株主に係る四半期包括利益 208 210

E05522/ＰＧＭホールディングス/2016年
－12－



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,230 7,457

減価償却費 2,799 2,879

のれん償却額 435 422

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47 64

賞与引当金の増減額（△は減少） △173 △234

株主優待引当金の増減額（△は減少） 58 90

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △170 1

災害損失引当金の増減額（△は減少） △38 38

受取利息及び受取配当金 △9 △10

支払利息 582 437

支払手数料 768 97

関係会社株式売却益 △30 -

受取補償金 △82 -

関係会社株式売却損 - 282

ヘッジ会計終了損 185 -

特別退職金 205 -

売上債権の増減額（△は増加） △349 △414

たな卸資産の増減額（△は増加） △83 4

前受金の増減額（△は減少） 1,503 △2,179

会員預り金の増減額（△は減少） △276 △436

その他 △156 △318

小計 7,351 8,182

利息及び配当金の受取額 5 9

利息の支払額 △645 △442

補償金の受取額 82 -

法人税等の支払額 △1,642 △1,228

法人税等の還付額 1,023 660

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,174 7,181
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,970 △3,534

無形固定資産の取得による支出 △191 △34

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△1,152 △1,540

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

- 143

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

30 280

貸付けによる支出 △1,948 △843

その他 △4 △49

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,237 △5,578

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,990 △35

長期借入れによる収入 49,000 10,000

長期借入金の返済による支出 △43,574 △4,034

借入れに伴う手数料支払による支出 △754 △67

リース債務の返済による支出 △698 △555

配当金の支払額 △1,180 △1,176

非支配株主への配当金の支払額 △420 △523

その他 1 35

財務活動によるキャッシュ・フロー △617 3,643

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △680 5,245

現金及び現金同等物の期首残高 17,826 15,004

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  17,146 ※  20,250
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、㈱内原カントリー倶楽部について、全株式を取得したため、連結の範囲に含めて

おります。

当第２四半期連結会計期間より、㈱千葉国際カントリークラブについて、全株式を取得したため、連結の範囲に

含めております。

平成27年９月１日付で、ＰＧＭプロパティーズ㈱からの新設分割により設立された㈱フォレスト市川ゴルフ倶楽

部については、平成27年９月８日付で、保有株式の譲渡により、連結の範囲から除外しております。

(会計方針の変更)

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

※２ のれん及び負ののれんの表示

のれん及び負ののれんは相殺して表示しております。なお、相殺前の金額は次のとおりであります。

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

商品及び製品 1,521 百万円 1,500 百万円

原材料及び貯蔵品 521 546

合計 2,042 2,047

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

のれん 12,351 百万円 13,071 百万円

負ののれん △3,240 △3,096

純額 9,110 9,975
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３ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約

当社の連結子会社であるパシフィックゴルフマネージメント㈱は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行１行と当座貸越契約（前連結会計年度末は、当社と取引銀行７行とのコミットメントライン契約を含む）を締結

しております。これらの契約に基づく借入金未実行残高は次のとおりであります。

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

２ 売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）

当企業グループの営業収益は、ゴルフが屋外のスポーツであることから気象条件の影響を強く受けます。具体的

には、降雪によりゴルフ場のクローズが発生する冬季や、猛暑により日中の屋外活動が敬遠される夏季はオフシー

ズンとなり、比較的気候が穏やかな春季・秋季はオンシーズンとなります。この結果、当企業グループの営業収益

は、冬季・夏季に該当する第１四半期、第３四半期及び第５四半期は低調となり、春季・秋季に該当する第２四半

期及び第４四半期には好調となる傾向にあります。

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

当企業グループの営業収益は、ゴルフが屋外のスポーツであることから気象条件の影響を強く受けます。具体的

には、猛暑により日中の屋外活動が敬遠される夏季や、降雪によりゴルフ場のクローズが発生する冬季はオフシー

ズンとなり、比較的気候が穏やかな春季・秋季はオンシーズンとなります。この結果、当企業グループの営業収益

は、春季・秋季に該当する第１四半期及び第３四半期には好調となり、夏季・冬季に該当する第２四半期及び第４

四半期は低調となる傾向にあります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

当座貸越限度額及び

コミットメントライン極度額
13,000 百万円 3,000 百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 13,000 3,000

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

給与手当 926 百万円 766 百万円

賞与引当金繰入額 ― 34

退職給付費用 56 26

株主優待引当金繰入額 303 288

のれん償却額 435 422

貸倒引当金繰入額 104 96

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金勘定 17,146 百万円 20,250 百万円

現金及び現金同等物 17,146 20,250
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月27日
定時株主総会

普通株式 1,185 10 平成25年12月31日 平成26年３月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日
定時株主総会

普通株式 1,185 10 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

当企業グループは、ゴルフ事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については、重要性が乏し

いため、セグメント情報の記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 6円33銭 60円30銭

    (算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 750 7,149

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

750 7,149

普通株式の期中平均株式数(株) 118,515,849 118,571,866

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 6円33銭 60円29銭

    (算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) △0 △0

    (うち優先株式） (△0) (△0)

普通株式増加数(株) 36,047 16,133

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

――――――― ―――――――
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年11月９日

ＰＧＭホールディングス株式会社

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＰＧＭホールデ

ィングス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７

月１日から平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＰＧＭホールディングス株式会社及び連結子会社の平成27年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 川 上 豊 ㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 末 村 あ お ぎ ㊞

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

E05522/ＰＧＭホールディングス/2016年
－19－


	表紙～目次
	企業の概況
	事業の状況
	提出会社の状況
	経理の状況（概要）
	連結財務諸表
	保証会社情報
	レビュー報告書（連結）



